
四日市市告示第４７５号 

四日市市小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業実施要綱の一部を改正する要

綱を次のように定める。 

令和７年６月２４日 

四日市市長 森 智 広  

 

四日市市小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業実施要綱の一部を改正す

る要綱 

四日市市小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業実施要綱（平成１８年四日市

市告示第４６５号）の一部を次のように改正する。  

 

改正後 

別表第１（第２条、第３条関係） 

 四日市市小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業対象種目  

（単位：円） 

種目 対象者 性能 基準額 

（略） 

人工鼻 人工呼吸器の装着又

は気管切開が必要な

者 

小児慢性特定疾

病児童又は介助

者が容易に使用

し得るもの 

１２８，７００ 

チューブ型

包帯 

皮膚疾患群にり患し

ており、軽微な外力

により水疱やびらん

を生じ、皮膚障害を

起こすことがある者 

外力から皮膚を

保護できるもの 

１７０，５００ 

 

 

改正前 

別表第１（第２条、第３条関係） 

 四日市市小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業対象種目  



   （単位：円） 

種目 対象者 性能 基準額 

（略） 

人工鼻 人工呼吸器の装着又は

気管切開が必要な者 

小児慢性特定疾病児

童又は介助者が容易

に使用し得るもの 

１２８，７００ 

 

 

改正後 

別表第２（第７条関係） 

  費用負担基準 

世帯の階層区分 費用負担

基準月額 

（円） 

加算基準月

額 

（円） 

（略） 

Ｄ２０  １，０４１，００１円以上 全額 左の費用負

担基準月額

の１０％。

ただし、そ

の額が８，

５６０円に

満たない場

合は８，５

６０円 

 

備考 

１ 費用負担月額の決定の特例 

   ア Ａ階層以外の各層に属する世帯から２人以上の対象者が、同時にこの費用

負担基準の適用を受ける場合は、その月の費用負担基準月額の最も多額な対

象者以外の対象者については、同表に定める加算基準月額によりそれぞれ算

定するものとする。 

イ １０円未満の端数が生じた場合は、切り捨てるものとする。  



ウ 対象者に民法（明治２９年法律第８９号）第８７７条に規定する当該対象

者の扶養義務者がないときは、費用負担月額の決定は行わないものとする。

ただし、対象者本人に市町村民税が課されている場合は、本人につき、扶養

義務者に準じて費用負担月額を決定するものとする。 

２ 世帯階層区分の認定 

（１） 認定の原則 

       世帯階層区分の認定は、当該対象者の属する世帯の構成員及びそれ以外

の者で現に対象者を扶養しているもののうち、当該対象者の扶養義務者の

すべてについて、その市町村民税等により行うものである。 

（２） 認定の基礎となる用語の定義 

      ア 「対象者の属する世帯」とは、当該対象者と生計を一にする消費経済

上の一単位を指すのであって、夫婦と対象者が同一家屋で生活している

標準世帯は勿論のこと、父が農閑期で出稼ぎのため数箇月別居している

場合、病気治療のため一時土地の病院に入院している場合、父の職場の

都合上他の土地で下宿し時々帰宅することを例としている場合などは、

その父は対象者と同一世帯に属しているものとする。  

      イ 「扶養義務者」というのは、民法第８７７条に定められている直系血

族（父母、祖父母、養父母等）、兄弟姉妹（ただし、就学児童、乳幼児

等18歳未満の兄弟姉妹で未就業の者は、原則として扶養義務者としての

取扱いはしないものとする。）並びにそれ以外の三親等以内の親族（叔

父、叔母等）で家庭裁判所が特別の事情ありとして、特に扶養の義務を

負わせるものである。ただし、対象者と世帯を一にしない扶養義務者に

ついては、現に対象者に対して扶養を履行している者（以下「世帯外扶

養義務者」という。）の他は、認定に際して扶養義務者としての取扱い

を行わないものとする。 

      ウ （ア）認定の基礎となるのは、 

             Ⅰ 所得税法（昭和４０年法律第３３号） 

          Ⅱ 租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号） 

       Ⅲ 災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律

（昭和22年法律第１７５号）の規定 

によって計算された地方税法により賦課される市町村民税（た



だし、所得割を計算する場合には、地方税法第３１４条の７、第

３１４条の８、同法附則第５条第３項及び第５条の４の２第５項

の規定は適用しない。）、生活保護法による被保護世帯（単給世

帯を含む。）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住

帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法

律による支援給付（以下「支援給付」という。）である。  

（イ）平成２３年７月１５日雇児発０７１５第１号厚生労働省雇用均

等・児童家庭局長通知「控除廃止の影響を受ける費用徴収制度等

（厚生労働省雇用均等・児童家庭局所管の制度に限る。）に係る

取扱いについて」（以下、本通知）の規定によって再計算しない

取扱いを原則とする。 

        ただし、令和２年３月３１日以前に日常生活用具の給付を受け

ている対象者が属し、その費用負担基準月額の算定にあたり本通

知を適用していた世帯については、それまでに判定された階層区

分から不利益な変更が生じることがないよう、都道府県等の判断

により、本通知の規定による調整方法を行うことにより経過措置

を講じることも可能とする。 

     （ウ）指定都市に住所を有する者の市町村民税所得割を算定する場合

には、これらの者を指定都市以外の市町村の区域内に住所を有す

る者とみなし、地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正す

る法律（平成29年法律第２号）第１条による改正前の地方税法に

規定する個人住民税所得割の標準税率（６％）により算出された

額を用いることとする。 

（エ）生活保護については、現在生活扶助や医療扶助等の保護を受け

ている事実、支援給付については、支援給付を受けている事実、  

市町村民税については、当該年度の市町村民税の課税又は免除

（地方税法第３２３条による免除。以下同じ。）の有無をもって

認定の基準とする。 

（オ）当該年度の市町村民税の課税関係が判明しない場合の取扱いに

ついては、これが判明するまでの期間は、前年度の市町村民税に

よることとする。 



（３） 費用負担基準の適用時期 

      費用負担基準の適用時期は、毎年７月１日を起点として取り扱うものとす

る。 

   ３ 費用負担基準中、費用負担基準月額欄に「全額」とあるのは、当該対象者の

措置に要した費用について、市が徴収する額は、費用総額を超えないものであ

ること。 

４ 費用負担基準の特例 

    災害等により、前年度と当該年度との所得に著しい変動があった場合には、

その状況等を勘案して実情に即した弾力性のある取扱いをして差し支えないも

のとする。 

５ その他 

令和２年度の生活保護基準の見直しによる影響を受けないよう、「児童福祉

法による保育所運営費国庫負担金について」（昭和５１年４月１６日厚生省発

児第５９号の２厚生事務次官通知）第４保育所徴収金（保育料）基準額表備考

３（３）に準じて、Ｂ階層の対象世帯のうち、特に困窮していると市町村の長

が認めた世帯についても、Ａ階層と同様の取扱いとすること。 

 

  



改正前 

別表第２（第７条関係） 

費用負担基準 

世帯の階層区分 負担基準月

額 

（円） 

加算基準

月額 

（円） 

（略）  

Ｄ２０  １，０４１，００１円以上  左の徴収基

準月額の１

０％。ただ

し、その額

が８，５６

０円に満た

ない場合は

８，５６０

円 

 

 備考 

１ 負担月額の決定の特例 

ア Ａ階層以外の各階層に属する世帯から２人以上の児童が、同時にこの費

用基準額表の適用を受ける場合は、その月の負担基準月額の最も多額な児

童以外の児童については、同表に定める加算基準月額によりそれぞれ算定

するものとする。（１０円未満の端数は切り捨て） 

イ 児童に民法（明治３１年法律第９号）第８７７条に規定する当該児童の

扶養義務者がないときは、負担月額の決定は行わないものとする。ただ

し、児童本人に市民税が課されている場合は、本人につき、扶養義務者に

準じて負担月額を決定するものとする。 

２ 世帯階層区分の認定 

（１） 認定の原則 

世帯階層区分の認定は、当該児童の属する世帯の構成員及びそれ以外の者

で、現に児童を扶養しているもののうち、当該児童の扶養義務者のすべてに



ついて、その市民税等の課税の有無により行うものである。 

（２） 認定の基礎となる用語の定義 

ア 「児童の属する世帯」とは、当該児童と生計を一にする消費経済上の

一単位をいうのであって、居住を一にしない場合であっても、同一世帯

として認定することが適当であるときは同様とする。  

イ 「被保護世帯」とは、アにより同一世帯員と認められた世帯の中心者

が生活保護法による生活扶助、医療扶助等を単給又は併給のいずれかを

問わず受けている世帯をいう。 

ウ 「市民税非課税世帯」とは、同一世帯員と認められたすべての世帯員

が当該年度において、前年分（翌年の１月１日から６月３０日にあって

は前々年分とする。）の市民税を納付すべき者がいない世帯をいう。  

（３） 毎年度のこの負担基準額表の適用時期は、毎年７月１日を起点として

取り扱うものとする。 

３ その他 

Ｂ階層の対象世帯のうち、特に困窮していると市長が認めた世帯について

は、Ａ階層と同様の取扱いとする。また、費用の負担の額については、平成２

４年６月２５日障発０６２５第１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長

通知「控除廃止の影響を受ける負担上限月額の算定等（厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部所管の制度に限る。）に係る取扱いについて」（以下「障害

保健福祉部長通知」という。）の規定に基づき、平成２２年度税制改正前の年

少扶養控除及び特定扶養控除上乗せ部分を考慮して決定することとする。  

 

 第１号様式及び第２号様式を次のように改める。 

  



第１号様式（第４条関係） 
 

四日市市小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付申請書 

 

年  月  日   

 

   四日市市長 

（申請者）住 所            

 

氏 名           

 

（対象者との続柄   ）   

 

  小児慢性特定疾病児童日常生活用具の給付について、次のとおり申請します。 

対

象

者 

住 所 四日市市             （電話  －    ） 

氏 名   （   年  月  日生） 

疾 病 名  

給 付 用 具 名  

給付を希望する

理 由 
 

備 考  

 （添付書類） 

 １ 対象者の扶養義務者の当該年度分市民税課税額を証明する書類（同意書欄に署名のある場合は

不要） 

 ２ 用具の見積書 

３ その他市長が必要と認める書類 

 

 

 

 

 同意書 

 私は、この申請に係る事務を行うため、四日市市長が市の保有する私及び私の世帯に関す

る個人情報（住民基本台帳情報、税情報）を利用することに同意します。 

      年  月  日 

署 名           



第２号様式（第５条関係） 

調 査 書 

世
帯
員
の
状
況 

氏 名 

対象者

と の

続 柄 

課 税 状 況 

 

当該年度分市町村民税 備 考 

均 等 割 額 所 得 割 額 

 本 人    

  
  

 

     

     

     

     

世帯

区分 

１被保護世帯又は市民税非課税世帯   

２市民税均等割課税世帯   

３市民税所得割課税世帯 

生
活

の
状
況 

住

宅 

自宅／借家 

（貸主の諾否） 

浴

槽 
和式／洋式

／なし 

便

器 

和式／洋式／

携帯用 

住宅

改造

改修

申請 

有・無 

入
浴 

他人の介助必要／自分でできる 

清拭のみ／入浴清拭していない 

排
便 

他人の介助必要／自分でできる 

便器（携帯用）使用 

 

移

動 
 

車いす使用／自分でできる 

他人の介助必要（一部・全部） 

そ

の

他 

コミュニケーションが容易になる
／情報入手が容易になる／（在宅生
活・独居）が可能になる／その他 

給 付

必要の有無 
有・無 

給 付 す る

（しない）

理 由 

 

給 付

用 具 名 
 

予 定 価 格 
 

円 

公費負担

予 定 額 

 

円 

利 用 者

負 担 額 

 

円 

そ の 他

特 記 事 項 
 

      年  月  日           調査員          

 

 

 

 

 



第４号様式を次のように改める。



第４号様式（第５条関係）  

四日市市小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付券 

給 付 番 号  第      号 
給付券発行

年 月 日 
年  月  日 

利用者氏名  生 年 月 日 年  月  日 

児 童 氏 名  
利用者との

続 柄 
 

利用者住所  

給付用具名  

価 格 
 

円 

公 費

負 担 額 

 

円 

利用者

負担額 

 

円 

業 者 名  

業 者 住 所  

こ の 券 の

有 効 期 限 

利用者が業者に

提示する期限 
年 月 日 

業者の公費

支払請求期限 
年 月 日 

 上記のとおり決定する。 

      年  月  日 

四日市市長        印  

業者の納入した日 利用者から受領した額 受領業者名及び年月日 

年  月  日 円 
 

年  月  日 

用具受領者

氏 名 
 
確 認 

（職名・氏名等） 

 

年  月  日 

そ の 他

特 記 事 項 
 

 

 

 

  



   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 

 （四日市市申請書等の押印の取扱いの特例に関する要綱の一部改正）  

２ 四日市市申請書等の押印の取扱いの特例に関する要綱（令和３年四日市市告示第

 １８２号）の一部を次のように改正する。 

改正後  

（押印の省略）  

第２条  次の表の左欄に掲げる要綱の規定する手続又は様式のうち、同

表の中欄に掲げる手続又は様式については、当該要綱の規定に関わら

ず、押印を要しないものとする。ただし、同表の右欄に掲げる条件を

満たす場合に限る。  

 要綱名  手続又は様式  備考   

 （略）   

 四日市市社会福祉施設におけ

る苦情解決事業実施要綱（平

成１７年四日市市告示第２９

２号） 

（略）   

 四日市市新生児聴覚スクリー

ニング検査費用補助金交付要

綱（平成２８年四日市市告示

第１３４号） 

（略）   

 （略）   

 

 

改正前  

（押印の省略）  



第２条  次の表の左欄に掲げる要綱の規定する手続又は様式のうち、同

表の中欄に掲げる手続又は様式については、当該要綱の規定に関わら

ず、押印を要しないものとする。ただし、同表の右欄に掲げる条件を

満たす場合に限る。  

 要綱名  手続又は様式  備考   

 （略）   

 四日市市社会福祉施設におけ

る苦情解決事業実施要綱（平

成１７年四日市市告示第２９

２号） 

（略）   

 四日市市小児慢性特定疾病児

童日常生活用具給付事業実施

要綱（平成１８年四日市市告

示第４６５号） 

第１号様式、第２号様

式及び第４号様式 

第１号様式につ

いては、署名を

した場合に限る  

 

 四日市市新生児聴覚スクリー

ニング検査費用補助金交付要

綱（平成２８年四日市市告示

第１３４号） 

（略）   

 （略）   

 

 

（こども未来部こども手当・医療給付課） 


